令和元年11月11日
建築基準関係規定（建築基準法施行令第9条）に基づく

宅地造成に関する証明書交付申請に必要な書類（省令30条）
（一般的な場合）

	番号
	図　書　類
	様式・記入要領
	備　考

	１
	宅地造成に関する証明書交付申請書
（正・副各1部、副はコピー可）
	長崎市宅地造成等規制法施行細則
（第13号様式）
※申請書の訂正は原則、申請者の訂正
印（捨印可）。
設計者の訂正印で訂正する場合は委任状等を添付すること。
	ホームページよりダウンロードできます

	２
	位置図　
	①申請地を赤線又は赤着色
	

	３
	敷地配置図　
	①建築敷地を赤線

②道路幅員・境界（土地・道路後退線）の明記
③既存擁壁等（ブロック塀含む）の安全性を確認し、支障がない場合はその旨を明記する。
	建築確認申請書の図面と同様

	４
	宅地の求積図

（道路後退がある場合は、土地面積・建築敷地の2種類）
	申請書記載欄との数値の整合を確認
	

	５
	縦横断面図
	（造成がない場合）

①切盛がない旨を明記する。

②既存擁壁等の高さ及び延長を記載し、その安全性を確認し、支障がない場合はその旨を明記する。

③境界の明記
	建築物の立面図との併用可

	
	
	（造成がある場合）

①切盛高さ及び擁壁高さ等の数値を明記する。

②既存擁壁等の高さ及び延長を記載し、その安全性を確認し、支障がない場合はその旨を明記する。

③境界の明記
	

	６
	現況写真
	①申請地を赤線

②既存擁壁等
	


[注意事項]
※　宅地造成工事規制区域内では、宅地造成に関する証明又は許可とは別に都市計画法による証明又は許可等が必要な場合がありますので、注意して下さい。
※　長崎市宅地造成等規制法施行細則の様式は長崎市のホームページに載っています。
※　建築基準法第42条の道路（2項道路など）の取扱いについては、事前に建築指導課へご確認下さい。
	  長崎市は、「長崎市環境基本条例」及び「ながさき環境都市宣言」に掲げる理念に基づき、環境への負荷の低減を図るため、申請書用紙は、再生紙の使用をお願いします。


第13号様式(第15条関係)

	宅地造成に関する証明書交付申請書

年　　月　　日　　

　(あて先)長崎市長

申請者　住所　長崎市桜町2番22号　

氏名　長崎　一郎　　印　　
電話番号　095-○○○-○○○○
(法人の場合は法人名及び代表者名)　　
　宅地造成等規制法施行規則第30条の規定により、次の宅地造成について宅地造成等規制法の規定に適合している旨の証明書の交付を申請します。

	　
	造成主
	住所
	　長崎市桜町2番22号 （但し、造成がない場合は空欄）
	　

	
	
	氏名
	　長崎　一郎　　　　（但し、造成がない場合は空欄）
	

	
	宅地の所在及び地番
	
　長崎市桜町○○番○
	

	
	宅地の面積
	100.00　（道路後退後建築敷地面積　90.00　㎡）m2
	

	
	宅地造成の許可年月日及び番号
	　　　　
年　　　月　　　日　　第　　　　号
	

	
	その他必要な事項
	　
	

	
	第　　　号

　この計画は、宅地造成等規制法第8条第1項の規定に適合していることを証明します。

　　　　　年　　月　　日

長崎市長　　　　　　　　印　　


	

	　備考　申請者の氏名の記載を自署で行う場合、押印を省略することができます。


記入例





提出日





通常は建築主を記入





道路後退が生じる場合は括弧書き





過去に許可がある場合は記入








